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r 7物 価 _2 _2

                7,167 
令和７年度既配分額

国のR7予備費分（推奨事業メニュー分）
交付限度額⑤

                                        7,167                     11,175 

              16,405                                         9,575                     11,175 

                2 ,780                                         6,830 

                      -                                               - 

                                      42 ,655 

                      - 
今回配分予定額

国のR7予備費分（推奨事業メニュー分）
交付限度額⑤

              42 ,655                                        59,060 

                      -                                         2 ,707 

                      -                                            605 

                                              - 

                7,167 
配分予定額計

国のR7予備費分（推奨事業メニュー分）
交付限度額⑤

                                        2 ,982  

              59,060 小計　配分予定額計
（R7予備費分）

                2 ,780                                         6,294 

                      -                                               - 

              69,007                                               - 

                                              - 

                      -                                               -                             - 

                      -                                       72 ,521                             - 

配分予定額計 総務省                     83,696 
Ａ

Ｂ１ Ｂ３ Ｂ４

交付対象経費
国のR6補正予算分
（交付限度額①）

（推奨事業メニュー分）

国のR6補正予算分
（交付限度額②）

（令和６年度低所得世帯
支援枠等分）
給付費

国のR6補正予算分
（交付限度額③）

（令和６年度低所得世帯
支援枠等分）
事務費

国のR6補正予算分
（交付限度額④）

（給付支援サービス分）

国のR7予備費分
（交付限度額⑤）

（推奨事業メニュー分）

その他
（一般財源や補助対
象外経費等）

合計  80,722  80,182  7,167  59,060  2,780  -  11,175  540 

令和6年度住民税均等割非課税
世帯（3万円）

＋こども加算（2万円）
＋不足額給付

（令和６年度低所得世帯支援枠
等）

1 R6_補正 低所得 ○ ○ ○
物価高騰対応重点支援給付
金（R6低所得世帯支援枠）

Ⅱ．物価高の克服 ○ －  61,840  61,840  -  59,060  2,780  -  - 

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々
の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R6,R7の累計給付金額
令和６年度住民税均等割非課税世帯　1,567世帯×30千円、子ども加
算　137人×20千円、、定額減税を補足する給付（うち不足額給付）の
対象者　3,054人　(63,710千円）　　のうちR7計画分
事務費　2,780千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務委
託料　として支出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（1,567世帯）、定額減税を補足す
る給付（うち不足額給付）の対象者数（3,054人）

－ ○ － R7.2 R8.3 対象世帯に対して令和7年3月までに支給
を開始する

ホームページ、広報誌
対象分野に関連しな
い R7当初（地）

（デジタル庁）
給付支援サービス

（R6補正）
2  -  - 

令和６年度低所得世帯支援枠
等関連の給付費

（家計急変への横出し等・R6補
正）

3  -  - 

事務費
（上乗せ・横出し）

4  -  - 

5 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
自給飼料生産緊急支援補助
金

Ⅱ．物価高の克服 ○
⑥農林水産業
における物価
高騰対策支援

 3,300  3,000  3,000  300 

①物価高騰の影響を受け、酪農家が自ら生産する飼料作物の種子代
も高騰している。本交付を活用し、種子代の一部を支援することで酪農
家の負担を軽減し、酪農経営の維持と農地の活用及び環境保全を図
る。
②補助金
③令和6年度から令和7年度の各種飼料の種子代の増加分（令和5年
度から令和6年度の増加分と同程度を見込む）　トウモロコシ　2,200千
円、イタリアン　800千円、その他牧草　300千円　合計　3,300千円
総事業費のうち300千円は一般財源で対応
④町内酪農家（申請は町酪農組合）

－ － － R7.4 R8.3 種子代価格高騰による対象事業者の廃
業ゼロ

ホームページ・広報誌 農林水産・食品分野 R7当初（地）

6 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 給食食材高騰対応 Ⅱ．物価高の克服 ○

②エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に
伴う子育て世
帯支援

 4,315  4,167  4,167  148 

①物価高騰の影響を受け学校給食費単価も値上がりする中、本交付
金の活用により保護者負担額を据置きとし、保護者の経済的負担の
軽減を図る。
②賄材料費
③③4,315千円（R7当初給食費-R6年度末給食費＝給食費値上額20
円）×（児童数752人＋生徒数414人）×（年間喫食見込185食）
　教職員に対する給食費は含みません。
総事業費のうち、148千円は一般財源で対応
④町立小中学校児童生徒の保護者

－ － － R7.4 R8.3 R7分保護者負担額をR6と同額とする ホームページ・広報誌 給食 R7当初（地）

7 R7_予備 推奨事業 ○ ○ ○ 集会施設LED化事業補助金 米国関税措置 ○

⑦中小企業等
に対するエネ
ルギー価格高
騰対策支援

 4,100  4,008  4,008  92 

①自治会が維持・管理している集会所においても電気代高騰の影響
を受けていることから、LED照明の更新により省エネを実現し、自治会
区民が負担する電気代の負担軽減を図る。
②補助金
③１自治会あたり上限10万円×41自治会（ 補助率1/2）
　総事業費4,100千円のうち、92千円は一般財源で対応
④自治会が維持管理を行っている集会施設

－ － － R7.4 R8.3 自治会が管理している集会施設の30％を
LED化する

ホームページ・広報誌
省エネ家電買い替
え等 R7当初（地）

8 R7_予備 推奨事業 ○ ○ ○ 学校給食費負担軽減事業 米国関税措置 ○

②エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に
伴う子育て世
帯支援

 7,167  7,167  7,167  - 

①本交付金を活用し、令和７年１０月分の学校給食費の保護者負担を
全額免除することにより、物価高騰の影響を受ける子育て世帯の経済
的負担軽減を図る。
②賄材料費
③7,167千円　児童数740人×21食×285円＝4,428,900円
　　　　　　　　　生徒数400人×21食×326円＝2,738,400円
　教職員に対する給食費は含みません。
④町立小中学校児童生徒の保護者

－ － － R7.9 R8.3 令和7年度分学校給食費の保護者負担を
11ヶ月分とする。

ホームページ・広報誌 給食 R7補正（地）

令和７年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画
（単位：千円）

都道府県区分 【31_鳥取県】 電話番号 0858-52-2111
令和７年度既配分額

国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）
交付限度額①

                      1,000 国のR6補正分（推奨事業メニュー分）
交付限度額①　（令和6年度本省繰越分）

国のR7予備費分（推奨事業メニュー分）
交付限度額⑤　（令和7年5月27日通知分）

地方公共団体名（コード有り） 31371_鳥取県琴浦町 メールアドレス
令和７年度既配分額

国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額②

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額②　（令和6年度本省繰越分）

小計　交付限度額（R7予備費分）

都道府県・市町村コード（５桁） 31371
令和７年度既配分額

国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額③

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額②　（令和７年７月18日通知分）

担当部局課名 総務課
国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）　交付限度額①

にかかる交付対象経費                                                    7,167 
令和７年度既配分額

国のR6補正予算分（給付支援サービス分）
交付限度額④

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額②　（令和７年８月調査での追加分）

※該当団体のみ

担当者氏名
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

給付費　交付限度額②にかかる交付対象経費                                                  59,060 国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額②　（今回追加分）

国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額③にかかる交付対象経費                                                   2 ,780 

今回配分予定額
国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額①
                     10,175 国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

給付費　交付限度額②　（令和●年●月通知分）

国のR6補正予算分（給付支援サービス分）　交付限度額④
にかかる交付対象経費                                                         - 

今回配分予定額
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

給付費　交付限度額②
小計　交付限度額②

交付対象経費(地方単独事業費)
（R7予備費分）

国のR7予備費分（推奨事業メニュー分）　交付限度額⑤
にかかる交付対象経費                                                  11,175 

今回配分予定額
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

事務費　交付限度額③

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額③　（令和6年度本省繰越分）

交付対象経費(地方単独事業費)
（その他）

令和７年３月17日事務連絡に基づく追加分にかかる交付対象経費
※事務連絡は該当団体のみに通知                                                         - 

今回配分予定額
国のR6補正予算分（給付支援サービス分）

交付限度額④

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額③　（令和７年７月18日通知分）

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額③　（令和７年８月調査での追加分）

※該当団体のみ
配分予定額計

国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）
交付限度額①

                     11,175 国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額③　（今回追加分）

配分予定額計
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

給付費　交付限度額②
                     11,175 国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

事務費　交付限度額③　（令和●年●月通知分）

配分予定額計
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

事務費　交付限度額③
小計　交付限度額③

配分予定額計
国のR6補正予算分（給付支援サービス分）

交付限度額④

国のR6補正分（給付支援サービス分）
交付限度額④　（令和６年度本省繰越分）

小計　配分予定額計
（R6経済対策分）

国のR6補正分（給付支援サービス分）
交付限度額④　（令和７年７月通知分）

国のR6補正分（給付支援サービス分）
交付限度額④　（今回追加分）

令和７年３月17日事務連絡に基づく追加分 配分予定額計
※事務連絡は該当団体のみに通知

小計　交付限度額④
令和７年３月17日事務連絡に基づく追加分　交付限度額

※事務連絡は該当団体のみに通知

小計　交付限度額（R6経済対策分）

                                           80,182 移替先  交付限度額計 

Ｂ２

交付対象経費(地方単独事業費)
（R6経済対策分）

Ｎｏ

国
の
予
算
年
度

枠

地
方
単
独
事
業

エネル
ギー・食料
品価格等の
物価高騰の
影響を受け
た生活者等
に対して事
業の効果が
直接及ぶ

臨時の措置であ
ることが分かる
事業名称として

いる

交付対象事業の名称
経済対策等との関

係

対象外経費
に臨時交付
金を充当し
ていない

推奨事業メ
ニュー

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

特定事業者等
支援

個人を対象と
した給付金等

基金
事業
始期

事業
終期

成果目標（可能な限り定量的指標を
設定）

実施状況の公表等について（HP,広報紙な
ど）

備考1
(重点支援地方交
付金の追加を踏ま
えた各省庁の通知
の発出状況に定義
されている対象分

野)

備考2 備考3 自治体での予算区分⑨を選択した場合、より効果があ
ると考える理由

総事業費

Ｂ Ｃ
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